
首都直下地震の経済被害 １００１兆円 土木学会が推計見直し 

 

伊籐久雄（ＮＰＯ法人まちぽっとスタッフ） 

 

9 月 24 日の「まちぽっとリサーチ」に「東京（首都圏）一極集中に関すると課題」を掲

載した。その際、土木学会の『国難』をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書』

を紹介したが、あらためてその報告書を読むべく検索したところ、『首都直下地震の経済被

害 1001 兆円 土木学会が推計見直し』という報道があることを見つけた。 

 少し古い報道（3月 14日）で恐縮だが、その当時は見落としていたので、もっとも詳しく

報道したＮＨＫの報道を全文掲載するとともに、『国難』をもたらす巨大災害対策についての

技術検討報告書』についても全文を読めるよう、参考資料として紹介することにした。 

 

■首都直下地震の経済被害 １００１兆円 土木学会が推計見直し 

NHK 首都圏 NEWS WEB 3 月 14 日 （全文） 

 https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20240314/1000102907.html 

 ＜全文＞ 

首都直下地震による長期的な経済と資産の被害について土木学会は、６年前の推計を

見直し、１００１兆円にのぼるとする報告をまとめました。 

土木学会の委員会は、巨大災害への対策に役立ててもらおうと、６年前、経済等への影

響を災害ごとに公表し、このうち、首都直下地震では経済と資産の被害が２０年間であわ

せて７７８兆円、南海トラフ巨大地震では１４１０兆円と推計しました。 

その後新たに得られたデータをもとに見直しが行われ、首都直下地震については前回

から２２３兆円多い１００１兆円にのぼるとする報告をまとめました。 

経済被害の推計には、その後の復興事業の影響を反映していないため、実際は軽減が見

込まれるということです。そのうえで、２１兆円以上を投じて道路や港湾などの公共イン

フラの対策を進めれば、経済被害を３６９兆円減らすことができるとしています。 

委員会の小委員長で、京都大学大学院の藤井聡教授は「経済がどれだけ被害を受けるか、

国民がどれだけ苦しみを被るかを定量化した。被害の深刻さをしっかりと受け止めても

らうと同時に、対策を行えば軽減できることを認識してもらいたい」と話しています。 

委員会は、南海トラフ巨大地震の経済などへの被害についても見直しを行っていて、結

果がまとまりしだい公表するとしています。 

 

報告書では、巨大災害について、どの程度被害を受けるか推計したうえで被害を低減す

るための具体的な対策を検討し、その効果を経済や財政の面から検討しています。 

その結果、首都直下地震では、経済活動の低迷によるＧＤＰ＝国内総生産の損失を示す

「経済被害」が９５４兆円、被災した建物などの被害額を示す「資産被害」が４７兆円で

https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20240314/1000102907.html


これらを合わせると１００１兆円となります。 

また、国や自治体の財政収支の悪化を示す「財政的被害」は３８９兆円にのぼると推計

しています。 

被害を避けるための対策については、道路網の整備や緊急時の輸送路で電柱が倒れな

いよう地中に埋設する工事、橋や漁港、港湾の耐震化、建物の耐震化を進め旧耐震基準を

新耐震基準に強化することを挙げています。 

こうした対策に公的な支出として２１兆円以上を投じれば、復興にかかる期間を５年

ほど短縮し、９５４兆円とされる経済被害は３６９兆円、率にしておよそ４割縮小できる

としています。 

また、復興に必要な費用が１３７兆円、税収の減少が１４兆円それぞれ圧縮され、１

５１兆円の財政効果があるとしています。 

 

「首都直下地震」は、政府の地震調査委員会が今後３０年以内に７０％の確率で発生す

ると推計しているマグニチュード７クラスの大地震で、国は２０１３年に被害想定など

を公表しました。 

首都の直下で起きるさまざまなタイプの地震のうち陸のプレートの下に沈み込む「フ

ィリピン海プレート」の内部を震源とするマグニチュード７.３の「都心南部直下」とい

う、首都中枢機能への影響が特に大きい地震が被害想定のモデルになっています。 

想定では、東京の江戸川区と江東区で震度７、東京、千葉、埼玉、神奈川の４つの都県

で震度６強の激しい揺れに襲われるとしています。 

 

被害が最も大きくなると考えられているのが、風の強い「冬の夕方」に地震が発生する

ケースで、住宅や飲食店で火を使う機会が最も多く、全壊または焼失する建物は６１万棟

にのぼり、このうち４１万２０００棟が火災で焼失するとされています。 

死者はおよそ２万３０００人にのぼり、その７割にあたるおよそ１万６０００人は火

災が原因だとしています。 

また、けが人は１２万３０００人、救助が必要な人は５万８０００人、避難者は最大で

７２０万人と想定されています。 

上下水道や電気などのライフラインのほか、交通への影響も長期化が想定されます。都

心の一般道は、激しい交通渋滞が数週間継続し、鉄道は１週間から１か月程度運行できな

い状態が続くおそれがあるほか、食料や水、ガソリンなどの燃料も不足した状態が続くと

しています。 

経済的な被害は、建物などの直接的な被害と、企業の生産活動やサービスの低下による

間接的な被害をあわせて９５兆円余りで、今回、土木学会の委員会が公表した１００１兆

円の１０分の１以下となっています。 

これについて委員会は、資産の被害に伴って２０年ほど続く経済への被害も算出した



ため、大きな開きが出たとしています。 

国は、被害想定について、その後の社会変化なども踏まえて見直すことにしていて、去

年１２月にワーキンググループの初めての会合が開かれました。会合では、タワーマンシ

ョンなど高層ビルが増えたことや、生活物資の供給網＝サプライチェーンが広がったこ

となどを踏まえて議論が重ねられる見込みで、国は、年内を目標に新たな想定を取りまと

めた報告書を公表する方針です。 

 

■東京（首都圏）一極集中に関する論点と課題（2024/9/30 まちぽっとリサーチ） 

東京（首都圏）一極集中に関する論点と課題.pdf 

 

■『国難』をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書 

概要_「国難」をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書 

 概要_「国難」をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書_2.pdf 

本編_「国難」をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書 

 本編_「国難」をもたらす巨大災害対策についての技術検討報告書_6.pdf 

付録 1 道路分科会検討報告書 

 付録 1 道路分科会検討報告書_0.pdf 

付録 2 海岸港湾分科会報告 

 付録 2 海岸港湾分科会報告.pdf 

付録 3_河川分科会報告書 

 Microsoft Word - 付録 3 河川分科会報告書 

付録 4_コンビナート分科会報告書 

 付録 4_コンビナート分科会報告書.pdf 

付録 5_分散化分科会報告書 

 Microsoft Word - 付録 5 分散化分科会報告書 

追加資料 1：エリア別の GRP 毀損率 

 追加資料 1：エリア別の GRP 毀損率（図 3.2(1), 3.1(2), 4.1.3(2), 4.1.4(1).xlsx 

追加資料 2：各エリアに含まれる市町村 

 Microsoft Word - 207 生活圏ゾーン.doc 

 

※国の被害想定はあまりにも甘い。ＮＨＫの報道にあるワーキンググループを設置と、こ

れまでの開催状況は以下のとおり。 

■首都直下地震対策検討ワーキンググループ（令和５年～）内閣府 

 https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg_02/index.html 

 

https://machi-pot.org/wp/wp-content/uploads/2024/09/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%EF%BC%88%E9%A6%96%E9%83%BD%E5%9C%8F%EF%BC%89%E4%B8%80%E6%A5%B5%E9%9B%86%E4%B8%AD%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E8%AB%96%E7%82%B9%E3%81%A8%E8%AA%B2%E9%A1%8C.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E6%A6%82%E8%A6%81_%E3%80%8C%E5%9B%BD%E9%9B%A3%E3%80%8D%E3%82%92%E3%82%82%E3%81%9F%E3%82%89%E3%81%99%E5%B7%A8%E5%A4%A7%E7%81%BD%E5%AE%B3%E5%AF%BE%E7%AD%96%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%E3%81%AE%E6%8A%80%E8%A1%93%E6%A4%9C%E8%A8%8E%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8_2.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E6%9C%AC%E7%B7%A8_%E3%80%8C%E5%9B%BD%E9%9B%A3%E3%80%8D%E3%82%92%E3%82%82%E3%81%9F%E3%82%89%E3%81%99%E5%B7%A8%E5%A4%A7%E7%81%BD%E5%AE%B3%E5%AF%BE%E7%AD%96%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%E3%81%AE%E6%8A%80%E8%A1%93%E6%A4%9C%E8%A8%8E%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8_6.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E4%BB%98%E9%8C%B21%20%E9%81%93%E8%B7%AF%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E6%A4%9C%E8%A8%8E%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8_0.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E4%BB%98%E9%8C%B22%20%E6%B5%B7%E5%B2%B8%E6%B8%AF%E6%B9%BE%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E5%A0%B1%E5%91%8A.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E4%BB%98%E9%8C%B23_%E6%B2%B3%E5%B7%9D%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E4%BB%98%E9%8C%B24_%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%93%E3%83%8A%E3%83%BC%E3%83%88%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8.pdf
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E4%BB%98%E9%8C%B25_%E5%88%86%E6%95%A3%E5%8C%96%E5%88%86%E7%A7%91%E4%BC%9A%E5%A0%B1%E5%91%8A%E6%9B%B8_1.pdf
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fcommittees.jsce.or.jp%2Fchair%2Fsystem%2Ffiles%2F%25E8%25BF%25BD%25E5%258A%25A0%25E8%25B3%2587%25E6%2596%25991%25EF%25BC%259A%25E3%2582%25A8%25E3%2583%25AA%25E3%2582%25A2%25E5%2588%25A5%25E3%2581%25AEGRP%25E6%25AF%2580%25E6%2590%258D%25E7%258E%2587%25EF%25BC%2588%25E5%259B%25B33.2%25281%2529%252C%25203.1%25282%2529%252C%25204.1.3%25282%2529%252C%25204.1.4%25281%2529.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://committees.jsce.or.jp/chair/system/files/%E8%BF%BD%E5%8A%A0%E8%B3%87%E6%96%992%EF%BC%9A%E5%90%84%E3%82%A8%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%81%AB%E5%90%AB%E3%81%BE%E3%82%8C%E3%82%8B%E5%B8%82%E7%94%BA%E6%9D%91.pdf
https://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/taisaku_wg_02/index.html

